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第１ 平成27年度当初予算の状況第１ 平成27年度当初予算の状況第１ 平成27年度当初予算の状況第１ 平成27年度当初予算の状況

１ 一 般 会 計

平成27年度当初予算は、「活力みなぎる県づくりへの挑戦」と「国の地方創生の取組等との

一体的な編成」を基本方針の柱とし、「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」に沿

った新たな県づくりを本格的にスタートさせる予算として、平成26年度２月補正予算と一体

的にその編成に取り組みました。

基本的には、基本方針の１つ目に「活力みなぎる県づくりへの挑戦」を掲げ、「チャレンジ

プランの具現化に向けた取組の推進」として、産業や地域、人材の活力を創り出す上で、特

に優先的・重点的に実施すべき新たな取組に集中的な予算配分を行い、実効性の高い施策を

構築しました。とりわけ、全国トップ水準にまで高める取組や、全国に先駆けた取組などの

６項目（「結婚から子育て支援日本一」「産業力強化・創業支援日本一」「農林水産業担い手支

援日本一」「移住・定着日本一」「首都圏等情報発信・売込強化日本一」「地域教育力日本一」）

を「全国トップ水準への挑戦」として位置づけ、その実現に向けて積極的に推進することと

しています。

併せて「県づくりの推進と財政健全化の両立」として、チャレンジプランの着実な推進の

ためには、将来にわたって持続可能で揺るぎない行財政基盤づくりが不可欠であることから、

「未来開拓戦略」の柱の１つに「行財政基盤強化戦略」を掲げ、持続可能な財政構造の確立

に向けて、「一般分の県債残高の縮減」と「財源調整用基金残高の確保」を活力指標に掲げ、

財政健全化に向けた取組を進めました。

また、基本方針の２つ目に「国の地方創生の取組等との一体的な編成」を掲げ、平成27年

度当初予算と国の経済対策で創設された新たな交付金を活用した平成26年度２月補正予算の

一体的な編成を行い、地域経済への波及効果の高い消費喚起に向けた取組や、多子世帯に対

する支援、創業支援、販路開拓、しごとの創出、観光振興、少子化対策など、地方創生の先

行的な取組等について積極的に取り組むこととしています。

こうした結果、平成27年度一般会計の予算規模は、前年度６月補正後予算に比較しプラス

2.9％、199億7,315万円増の7,066億375万1千円となりました。

第１表 平成27年度一般会計予算の状況

（単位 千円、％)

平 成 26 年 度 比 較

平 成 2 7 年 度

区 分 6月補正後 対6月補正後 対 最 終

当初予算額(A) 最終予算額(C)
予算額(B) (A)－(B) (A)/(B) (A)－(Ｃ) (A)/(C)

一般会計 706,603,751 686,630,601 671,910,017 19,973,150 102.9 34,693,734 105.2
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(１) 歳 入 予 算

県税収入については、企業収益の改善や平成26年度税制改正の影響により、法人二税の増収が

見込まれるとともに、消費税率引上げの影響の平年度化に伴い、地方消費税の増収が見込まれる

ことから、前年度６月補正後予算に比べ、15.6％増の1,777億753万8千円となっています。

また、地方交付税については、地方財政対策に伴い、前年度６月補正後予算に比べ、0.8％増

の1,734億円となっています。

次に、国庫支出金については、岩国基地に係る交付金創設や多面的機能支払制度など国の制度

改革の影響に加え、国事業の活用に努めたことから、前年度６月補正後予算に比べ、5.5％増の

813億9,448万2千円となっています。

また、県債については、特別分である臨時財政対策債の減少により、前年度６月補正後予算に

比べ、8.0%減の881億1,980万円となっています。

第１図 歳 入 予 算 の 推 移
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当初予算額(A) 構成比 予算額(B) 対6月補正後 (A)-(B) (A)/(B)

1 県 税 177,707,538 25.1 153,715,660 22.4 23,991,878 115.6

2 地 方 消 費 税 清 算 金 48,124,000 6.8 29,667,000 4.3 18,457,000 162.2

3 地 方 譲 与 税 26,566,000 3.8 26,536,000 3.9 30,000 100.1

4 地 方 特 例 交 付 金 432,000 0.1 417,000 0.1 15,000 103.6

5 地 方 交 付 税 173,400,000 24.5 172,000,000 25.0 1,400,000 100.8

6 交通安全対策特別交付金 492,000 0.1 451,000 0.1 41,000 109.1

7 分 担 金 及 び 負 担 金 3,688,839 0.5 3,461,773 0.5 227,066 106.6

8 使 用 料 及 び 手 数 料 9,279,548 1.3 8,388,104 1.2 891,444 110.6

9 国 庫 支 出 金 81,394,482 11.5 77,145,536 11.2 4,248,946 105.5

10 財 産 収 入 2,771,801 0.4 2,817,834 0.4 △ 46,033 98.4

11 寄 付 金 0 － 0 － 0 －

12 繰 入 金 21,146,907 3.0 37,497,613 5.5 △ 16,350,706 56.4

13 繰 越 金 0 － 0 － 0 －

14 諸 収 入 73,480,836 10.4 78,709,481 11.5 △ 5,228,645 93.4

15 県 債 88,119,800 12.5 95,823,600 13.9 △ 7,703,800 92.0

706,603,751 100.0 686,630,601 100.0 19,973,150 102.9

一 般 財 源 480,060,313 67.9 453,218,786 66.0 26,841,527 105.9

特 定 財 源 226,543,438 32.1 233,411,815 34.0 △ 6,868,377 97.1

自 主 財 源 336,199,469 47.6 314,257,465 45.8 21,942,004 107.0

依 存 財 源 370,404,282 52.4 372,373,136 54.2 △ 1,968,854 99.5

　　　　　　　　一般会計歳入予算の状況

財

源

区

分
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平成27年度 平成26年度6月補正後
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　　　　　　　　平成27年度一般会計歳入予算（当初）構成比

比　　較

（単位　千円、％）
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（２） 歳 出 予 算

人件費については、組織再編や事務事業の見直しを通じた適正な定員管理等により、職員給与

費は、前年度６月補正後予算に比べ、約6億円の減少となっています。また、退職手当は、定年

退職者数の減少等により、約10億円の減少となっており、人件費全体としては、前年度６月補正

後予算に比べ、0.9％減の1,812億1,065万4千円となっています。

また、公債費については、特別分の県債である臨時財政対策債の償還額の増大等により、前年

度６月補正後予算に比べ、0.3％増の1,156億9,276万8千円となっています。

次に、扶助費については、消費税率引き上げによる増収分を活用し、子ども・子育て支援

制度等に係る制度改正が実施されることにより、前年度６月補正後予算に比べ、9.1％増の

453億1,595万3千円となっています。

また、投資的経費（普通建設事業費及び災害復旧事業費）は、補助・直轄公共事業については

チャレンジプランに掲げる各戦略を支える社会基盤整備に重点化し、前年度とほぼ同額とした一方、

県営建築事業について県立大学第二期整備等を計上したことなどから、前年度６月補正後予算に

比べ、1.9％増の950億423万5千円となっています。

第３図 歳 出 予 算 の 推 移
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（単位　千円、％）

当初予算額(A) 構成比 予 算 額 (B) 構成比 (A)－(B) (A)/(B)

人 件 費 181,210,654 25.6 182,813,916 26.6 △ 1,603,262 99.1

物 件 費 17,885,269 2.5 18,770,673 2.7 △ 885,404 95.3

維 持 補 修 費 3,317,605 0.5 3,458,628 0.5 △ 141,023 95.9

扶 助 費 45,315,953 6.4 41,549,255 6.1 3,766,698 109.1

補 助 費 等 178,215,050 25.2 154,780,982 22.5 23,434,068 115.1

普 通 建 設 事 業 費 88,697,646 12.6 85,555,744 12.5 3,141,902 103.7

災 害 復 旧 事 業 費 6,306,589 0.9 7,682,049 1.1 △ 1,375,460 82.1

公 債 費 115,692,768 16.4 115,357,057 16.8 335,711 100.3

積 立 金 4,188,620 0.6 2,747,996 0.4 1,440,624 152.4

出 資 金 0 － 0 － 0 －

貸 付 金 64,917,290 9.2 73,162,868 10.7 △ 8,245,578 88.7

繰 出 金 656,307 0.1 551,433 0.1 104,874 119.0

そ の 他 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

合   　　計 706,603,751 100.0 686,630,601 100.0 19,973,150 102.9

　　　　　　　一般会計性質別歳出予算の状況

平成27年度 平成26年度6月補正後 比較増減

区　　　分

　　　　　　　　平成27年度一般会計性質別歳出予算（当初）構成比

人件費 25.6%

補助費等

25.2%公債費 16.4%

普通建設事業費

12.6%

貸付金 9.2%

扶助費 6.4%

物件費 2.5%

災害復旧事業費

0.9%

その他

1.2%

歳出予算総額

706,603,751千円

第３表

第４図
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当 初 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 対 6 月 補 正 後 (A)/(B)

1 議 会 費 1,500,204 0.2 1,506,633 0.2 △ 6,429 99.6

2 総 務 費 30,020,473 4.3 28,877,661 4.2 1,142,812 104.0

3 民 生 費 87,998,110 12.5 90,395,402 13.2 △ 2,397,292 97.3

4 衛 生 費 23,237,611 3.3 20,408,254 3.0 2,829,357 113.9

5 労 働 費 2,976,581 0.4 4,130,569 0.6 △ 1,153,988 72.1

6 農 林 水 産 業 費 35,644,240 5.0 33,881,729 4.9 1,762,511 105.2

7 商 工 費 64,577,407 9.1 70,903,033 10.3 △ 6,325,626 91.1

8 土 木 費 73,671,941 10.4 74,647,125 10.9 △ 975,184 98.7

9 警 察 費 38,493,848 5.4 38,654,645 5.6 △ 160,797 99.6

10 教 育 費 146,697,086 20.8 145,611,562 21.2 1,085,524 100.7

11 災 害 復 旧 費 6,097,482 0.9 7,153,931 1.1 △ 1,056,449 85.2

12 公 債 費 115,692,768 16.4 115,357,057 16.8 335,711 100.3

13 諸 支 出 金 79,796,000 11.3 54,903,000 8.0 24,893,000 145.3

14 予 備 費 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

706,603,751 100.0 686,630,601 100.0 19,973,150 102.9歳出合計

　　　　　　　一般会計目的別歳出予算の状況

平成26年度6月補正後

（単位　千円、％）

比較増減平成27年度

科　　　　目

　　　　　　　　平成27年度一般会計目的別歳出予算（当初）構成比

教育費 20.8%

公債費 16.4%

民生費 12.5%
諸支出金

11.3%

土木費

10.4%

商工費 9.1%

警察費 5.4%

農林水産業費

5.0%

総務費 4.3%

衛生費 3.3%

災害復旧費

0.9%

労働費 0.4%

議会費 0.2%

歳出予算総額

706,603,751千円

第４表

第５図
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平成27年度当初予算主要施策の概要

※新：新規事業

１ 全国トップ水準への挑戦 拡：拡充事業(事業内容を充実した事業)

(1)「結婚から子育て支援日本一」の実現

県民が安心して子どもを生み、育てることができる社会を実現するた

め、「やまぐち子育て連盟」を中心とした子育て県民運動を推進するとと

もに、結婚、出産及び子育てを支える、切れ目ない支援を実施します。

新幸せおいでませ！結婚応縁事業 36,859千円

やまぐち結婚応縁センターの新設や企業内婚活サポーターの養成等により、結婚

希望者が良縁に巡り合い成婚に結びつきやすい環境を整備します。

新切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 299,485千円

安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりを推進するため、不妊に悩む方

の治療費の助成や相談支援体制を整備します。

新みんなで子育て応援推進事業 41,381千円

やまぐち子育て連盟を中心に、地域や企業、関係団体と連携したイクメン応援表

彰制度の創設ややまぐち子どもハッピーフォーラムの開催等により、子育て県民運

動を推進します。

新地域子ども・子育て支援事業 1,091,743千円

子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、市町が「子ども・子育て支援事業計画」

に基づき実施する放課後児童クラブの時間延長等を支援します。

新やまぐち子育て・イクメン応援企業サポート事業 7,115千円

イクメンパパ子育て応援奨励金の創設など、男女がともに働きながら安心して子

どもを産み育てることができる雇用環境整備に向けた事業者の取組を支援します。

新女性活躍応援資金 [融資枠] 500,000千円

女性が働きやすい職場環境づくりに向け、子育て・イクメン応援企業が行う雇用環境の

改善等（託児室・更衣室の設置、職場復帰に向けた教育訓練等）に対し、資金を融通します。

(2)「産業力強化・創業支援日本一」の実現

本県産業の特性や強みを活かした次世代産業の育成、中小企業の先端

産業への参入促進、ものづくり産業を牽引する人材の確保に取り組むと

ともに、女性等の創業を促進するため、支援体制の強化を図ります。
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新次世代産業育成・集積促進事業 125,000千円

医療関連、環境・エネルギー分野において、企業等の県内での設備投資・雇用創

出などに繋がる戦略的な研究開発・事業化を支援します。

新「水素先進県」実現促進事業 138,500千円

「水素先進県」の実現を目指すため、燃料電池自動車の購入費助成制度の創設や

水素利活用製品等の研究開発・事業化の支援など、水素利活用による産業振興と地

域づくりを促進します。

新先端産業参入促進事業 40,000千円

県内の優れた技術を有する企業のグループ化を図り、成長が期待される先端産業

において、付加価値の高い大型案件を受注できる体制を整備します。

新高度産業人材確保事業 2,200千円

県内産業の振興に必要な高度な専門知識を有する産業人材の確保を図るため、奨

学金返還補助制度を創設し、併せて県内就職につなげるための取組を実施します。

拡中小企業制度融資 [融資枠] 720億円

創業応援資金を創設し、最優遇金利により創業希望者を強力に支援します。

拡女性創業サポート事業 24,746千円

子育て期にあたる女性労働力率の低下の解消や、女性の活躍促進を図るため、女

性創業セミナーの開催やフォローアップセミナーの開催など、女性向けの創業支援

を実施します。

新女性創業応援会社設立支援事業 51,237千円

女性創業者の円滑な事業立ち上がりを支援するため、地元金融機関等と共同で創

業応援会社を設立し、事業資金の提供やコンサルティングを実施します。

(3)「農林水産業担い手支援日本一」の実現

農林水産業従事者の高齢化が進む本県では、担い手不足が深刻化して

おり、定着に重点を置いた支援体制を構築し、新規就業者の確保・定着

を目指します。

新新規農業就業者定着促進事業 457,102千円

農業大学校への法人就業コースの設置や定着支援給付金の創設など、集落営農法

人等を受け皿とした新規就業者の確保、育成に加え、就業後の定着支援に重点を置

いた支援体制を構築します。

新新規林業就業者定着促進事業 25,648千円

就業者の育成・定着に向け、定着支援給付金の拡充等により、基礎的・専門的研

修や安全教育などを段階的・体系的に実施します。
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新新規漁業就業者定着促進事業 56,485千円

定着支援給付金の創設や研修生用の住宅等確保支援など就業後の支援強化による

新規就業者の定着促進を図ります。

(4)「移住・定着日本一」の実現

人口減少の抑制や地域経済の維持・活性化を図るため、本県出身の大

学生をはじめ、幅広い世代を対象としたＵＪＩターンを促進します。

新住んでみぃね！ぶちええやまぐち移住応援事業 18,481千円

総合支援窓口の開設やＵＪＩターンパスポート制度の創設、移住フェアへの出店

等により、大都市圏等に居住する幅広い世代の移住希望者への本県へのＵＪＩター

ンを強力に推進します。

新Ｕターン就職強化事業 10,698千円

高校卒業時の若者就職支援センターへの登録促進等による県内企業・就職情報の

提供や、県外就職説明会の開催などにより、県外進学者のＵターン就職対策を強化します。

新高度産業人材確保事業（再掲） 2,200千円

県内産業の振興に必要な高度な専門知識を有する産業人材の確保を図るため、奨

学金返還補助制度を創設し、併せて県内就職につなげるための取組を実施します。

新企業立地サポート事業 300,000千円

国の地方創生に対応した本社機能等の移転、企業の設備投資及び事業用地に係る

関連施設整備への補助を通じて、県外企業の新規立地と県内企業の拡大投資を促進します。

(5)「首都圏等情報発信・売込強化日本一」の実現

戦略的な情報発信・売り込みを展開し、山口県の多彩な魅力を全国に

向けて発信します。

新首都圏売り込み強化推進事業 8,000千円

東京事務所を東京営業本部とし、本庁各部局と連携した首都圏での売り込みの実

働部隊としてマスコミ訪問や県産品の販路開拓支援、ＵＪＩターンの促進等の活動

を展開します。

新関西圏等売り込み強化推進事業 2,000千円

大阪事務所を大阪営業本部とし、本庁各部局と連携した関西圏等での売り込みの

実働部隊としてマスコミ訪問や県産品の販路開拓支援、ＵＪＩターンの促進等の活

動を展開します。
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新やまぐち魅力発信強化事業 25,116千円

首都圏等のテレビや雑誌等のマスメディアに本県の魅力を売り込むパブリシティ

機能の強化を図るとともに、県保有の広報媒体により情報を発信します。

新ぶちうま！やまぐち推進事業 47,000千円

県内での地産・地消を基本に、「ぶちうま売込隊」と連携して県外・国外への情

報発信等の取組を強化し、県産農林水産物及び加工品の需要拡大を推進します。

新ミラノ国際博覧会出展事業 38,260千円

本年５月に行われるミラノ国際博覧会に出展し、農林水産物・加工品、匠の技、

観光等、山口県の魅力を世界に向けて発信します。

(6)「地域教育力日本一」の実現

コミュニティ・スクールが核となり、各中学校区ごとに学校、地域が

連携・協働することにより、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを

見守り、支援する教育を推進するとともに、県立学校についても、コミ

ュニティ・スクールの設置に向けた取組を推進します。

新やまぐち型地域連携教育推進事業 41,363千円

やまぐち地域連携教育研究大会の開催や山口ＣＳ（コミュニティ・スクール）コ

ンダクターの全市への配置など、子どもたちの学びや育ちを地域全体で見守り・支

援する「やまぐち型地域連携教育」を推進します。

新「地域協育ネット」による温かい絆づくり推進事業 72,560千円

学校・家庭・地域が連携し、社会総がかりで子どもの育ちや学びを支援するため、

コーディネーターの計画的な育成や地域関係者等への研修会の開催等により、県内

全中学校区における「地域協育ネット」の取組の充実を推進します。

新地域とともにある高校づくり推進事業 2,500千円

県立高校にモデル校を指定し、地域の関係機関等との協働体制の確立などコミュ

ニティ・スクール導入に向けた取組を実施します。

新インクルーシブ教育システム理解促進事業 7,682千円

共生社会の形成やインクルーシブ教育システムの構築に向け、小・中学校のコミュニティ・

スクールとの連携を通じたモデル校による実践研究を実施するとともに、広く県民を対象とした

特別支援教育フォーラムを開催し、特別支援教育の理解を一層促進する取組を実施します。
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２ その他のチャレンジプラン関連事業

(1)産業活力創造戦略

拡港湾施設使用料等の減免

国際競争力強化等のため、外貿定期コンテナ船に対する港湾施設使用料等の減免

期間を１年延長するとともに、国際フィーダー航路を利用するコンテナ船を新たに

減免対象に加えます。

新やまぐち産業人材育成推進事業 26,200千円

専門高校等において、本県産業を支える将来のスペシャリストを育成するため、

資格取得や産学公と連携した実践的なカリキュラムの充実、全国大会等の優勝を目

指す取組を推進します。

新下関漁港水産業振興拠点整備事業 104,261千円

高度衛生管理型荷さばき所（市場）の整備に合わせ、研修・防災等の機能を備え

た新たな漁港ビルや周辺施設を一体的に整備し、水産業の振興を図ります。

新酒米栽培支援システム確立事業 6,997千円

需要が急増している酒米（西都の雫）の生産拡大・安定供給に向けて、情報通

信技術を活用し、酒米栽培の生育診断・予測技術を確立します。

(2)地域活力創造戦略

新空き家利活用等推進事業 6,295千円

県空き家相談窓口を拡充し、相談体制の強化を図るとともに、市町と連携し、

県全域の空き家の適正管理・利活用を促進します。

新次世代自動車普及加速化事業 11,000千円

地球温暖化対策等に寄与する電気自動車（ＥＶ）、燃料電池自動車（ＦＣＶ）等

の利活用方策の周知を通じ、次世代自動車の普及加速化に取り組みます。

新野生鳥獣管理対策強化事業 47,658千円

シカ、サルなど生息数が増加している鳥獣の管理を一層強化するため、捕獲対

策の強化や捕獲の担い手確保に取り組みます。

(3)人材活力創造戦略

・世界スカウトジャンボリー開催支援事業（一部２月補正） 212,170千円

第23回世界スカウトジャンボリーの成功に向けて、開催支援を行うとともに、ジ

ャンボリー開催効果の全県的な波及に向け、やまぐちジャンボリーフェスタの開催や

地域プログラムの受入支援など県民の力・地域の力の強化につながる取組を推進します。
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新いじめ・不登校等対策強化事業 197,680千円

「山口県いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの未然防止・早期対応・いじめ

解消率100％を目指し、いじめや問題行動、不登校等の生徒指導上の諸課題への対

策の強化に取り組みます。

新ふるさとやまぐち生活体験活動推進事業 2,033千円

拡中学生ふるさと民泊学習推進事業 3,849千円

豊かな人間性や社会性を育むため、小学校・中学校における、中山間地域の民泊

施設等を活用した宿泊体験、自然体験活動等の取組を進めます。

拡「ねんりんピックおいでませ！山口2015」開催事業 829,542千円

あらゆる世代の人たちが楽しみ、交流を深めることができる健康と福祉、スポー

ツと文化の総合的な祭典を開催します。

新あいサポート運動推進事業 5,502千円

障害に対する理解を深める「あいサポート運動」を新たに推進し、障害のある人

がいきいきと活躍できる地域社会づくりを目指します。

(4)安心・安全確保戦略

・ 土砂災害特別警戒区域の指定促進 1,026,900千円

土砂災害から県民の命を守るため、土砂災害特別警戒区域の指定を促進します。

新民間建築物耐震改修等推進事業 115,064千円

大規模地震に備え、防災拠点・避難所となる建築物の確保や緊急輸送や災害復旧

のためのルート保全、日常生活の拠点となる住宅の保全等、本県の防災上の課題に

的確に対応した耐震対策を講じます。

・ 県立学校の耐震化（一部２月補正） 3,435,432千円

平成27年度の耐震化率100％達成に向け、計画的に耐震対策を実施します。

拡医師確保対策強化事業 215,643千円

地域や診療科における医師の偏在等による医師不足の解消に取り組むため、医師

の養成課程に応じて修学資金等を貸し付けます。

拡看護師等修学資金貸与事業 91,647千円

新規貸付枠を拡大し、将来、県内の診療施設等で看護業務に従事しようとする者

に修学資金を貸付け、新卒者の県内就業・定着の促進を図ります。

新介護人材確保総合対策事業 85,414千円

高齢化率の進行などで慢性的な人材不足を抱える介護職場に対し、職業の魅力発

信やイメージ向上等による新たな担い手対策や、キャリア形成支援による定着率の

向上等に向けた対策を総合的に実施します。
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新健康やまぐち総合推進事業 19,456千円

健康寿命の延伸を図るため、健康マイレージ制度の構築など、市町や関係団体と

連携して、生活習慣の改善、社会環境の整備などに取り組みます。

新がん検診受診率向上事業 41,573千円

本県のがん検診受診率の向上に向けて、「がん検診県民サポーター」の養成や受

診促進優良企業・団体への表彰など、県民への受診勧奨の取組を強化します。

新高齢消費者被害防止対策強化事業 5,000千円

急増している高齢者の消費者被害を防ぐため、警告メッセージ付き通話録音装置

の普及促進や地域見守りネットワークの機能強化に取り組みます。

新特殊詐欺被害対策事業 15,662千円

振り込め詐欺等の特殊詐欺被害を防止するため、広報啓発活動を実施し、被害抑

止に向け、体制を整備します。

拡学校安全安心サポート事業 25,613千円

少年安全サポーターの体制強化により、警察・学校・地域社会の連携を強化し、

少年の非行防止対策や子供の犯罪被害防止対策を推進します。



※県民人口：平成27年１月１日現在　人口移動統計調査人口

 《歳入の内訳》

（単位　円）

※その他：分担金・負担金、寄付金、財産収入

 《歳出の内訳》

（単位　円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、労働費、議会費、予備費

（平成27年度末見込み）

 　　※平成27年度末県債残高見込み：1,280,179,667千円

1,406,520人

平成27年度県民１人当たりの歳入歳出の状況

502,377円

910,175円

商 工 費 45,913

衛 生 費 16,521

《県民１人当たりの県債残高》

土 木 費 52,379

そ の 他 64,393

民 生 費 62,564 総 務 費 21,344

教 育 費 104,298 警 察 費 27,368

公 債 費 82,255 農林 水産 業費 25,342

15,035

6,598

4,593

諸 収 入 52,243

基金 等繰 入金

使用料・手数料

そ の 他

地方 交付 税等 142,828

57,869

県 税 等 160,560

県 債 62,651

国 庫 支 出 金
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２ 特 別 会 計

平成27年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第５表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業及び工業用水道事業の各会計については、「第５ 公営企業

の業務の状況」の項で説明します。

第５表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位　千円）

平 成 27 年 度

当 初 予 算 額 (A)

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 542,896 812,772 △ 269,876 貸付金

小規模企業者等設備貸与事業資金

新事業活動支援設備貸与事業資金

市場維持管理費

水産加工団地整備費

林業・木材産業改善資金貸付金

林業就業促進資金貸付金

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 101,170 101,172 △ 2 貸付金

当せん金付 証票 発売 事業 4,858,999 4,859,042 △ 43 一般会計繰出金

収 入 証 紙 4,039,579 3,931,026 108,553 他会計繰出金

土 地 取 得 事 業 300,339 264,218 36,121

土地取得基金管理費

産業団地管理費

分譲宅地管理費

流域下水道総務費

流域下水道建設費

公債費

公 債 管 理 151,977,275 127,208,319 24,768,956 公債費

港湾管理費

港湾整備費

公債費

貸付金

公債費

農業改良資金貸付金

就農支援資金貸付金

計 173,009,537 147,970,599 25,038,938

地 方 独 立 行 政 法 人

山 口 県 立 病 院 機 構

1,674,293 2,465,849 △ 791,556

△ 2,253就 農 支 援 資 金 151,679 153,932

757,2872,304,670

197,928

下 関 漁 港 地 方 卸 売 市 場

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資金

中 小 企 業 近 代 化 資 金 3,061,957

542,925

174,503

538,107

124,241

4,818

50,262

主 な 内 容特 別 会 計 名

比　　　較

(Ａ)－(Ｂ)

平 成 26 年 度

当 初 予 算 額 (B)

178,743港 湾 整 備 事 業 3,619,541 3,440,798

流 域 下 水 道 事 業 1,964,381 1,766,453


